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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第78期

第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 4,634,101 3,303,048 8,466,707

経常利益又は経常損失(△) (千円) 187,038 △507,845 △223,993

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
（当期）純損失(△)

(千円) 57,797 △551,522 △507,807

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 79,220 △537,456 △461,480

純資産額 (千円) 3,546,562 2,463,504 3,005,861

総資産額 (千円) 13,738,266 12,545,291 12,773,361

１株当たり四半期純利益又は１株当
たり四半期（当期）純損失(△)

(円) 22.30 △212.79 △195.92

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 20.1 13.1 17.2

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 389,745 △161,000 1,076,605

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △131,114 △161,066 △324,990

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △15,918 △5,900 △25,918

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,032,052 2,187,069 2,515,036
 

 

回次
第78期

第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △22.41 △115.70
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、(四半期)

連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期純利益又は１株当た

り四半期（当期）純損失の算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めて

おります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等）

　当社グループは、前連結会計年度において６期連続して営業損失及び経常損失、３期連続して親会社株主に帰属す

る当期純損失を計上しました。

　当第２四半期連結累計期間において営業損失548,759千円、経常損失507,845千円及び親会社株主に帰属する四半期

純損失551,522千円を計上しております。また、当第２四半期連結会計期間末における有利子負債は7,462,798千円

（短期借入金257,039千円、1年内返済予定の長期借入金4,705,888千円及び長期借入金2,499,870千円）と、手元流動

性（現金及び預金2,187,069千円）に比して高水準な状況にあり、取引金融機関には継続して経営改善を前提とした支

援を要請している状況にあります。

　これらの状況により、当社グループは、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在しているものと認識しております。

しかしながら、「２　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（３）継続企業の前

提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策」に記載した対応策を実行していくことにより、売上高の増

加、収益性の改善及び営業キャッシュ・フローの増加等が可能となり、ひいては当社の財務健全性の向上が実現でき

るものと考えております。

また、一部借入金につきましては財務制限条項がございますが、すべての関係金融機関と財務状態及び資金計画等

の協議を行った結果、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意を得ており、引き続き当該金融機関と緊密な関係

を維持し、継続的な支援をいただけるよう定期的に協議を行ってまいります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスに起因する行動制限が解除され、社会・

経済活動の正常化による個人消費の持ち直しの動きが見られたものの、地政学リスクの高まりを背景とした資源価

格の高騰や物価上昇等が続いており、依然として先行きの不透明な状況が続いております。

また、当社グループが事業の主体を置く住宅市場におきましては、2023年７～９月の新築着工数は、持家が前年

同期比8.6％の減少、貸家が前年同期比2.5％の減少、分譲住宅が前年同期比13.5％の減少、全体では前年同期比

7.6％の減少と、経営環境は総じて厳しい状況で推移いたしました。

当社グループにおきましても、2022年12月24日に発生した佐倉工場のチップ乾燥設備焼損の影響により、生産を

再開した2023年2月10日以降、製造工程を見直した臨時生産体制を整備したものの、平常状態に対しては少量での

パーティクルボードの生産となっております。

このような状況のなか、当社グループの強みでもある木質廃棄物の回収から製品の製造・販売の木材のマテリア

ルリサイクルを活かすべく、部署間・グループ間の連携の強化、製造工程管理の見直し、人材育成等に注力し、売

上の増加及び経費の削減に努め、赤字幅の縮小を目指してまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は3,303,048千円（前年同期比28.7％減）、営業損失は

548,759千円（前年同期は、142,694千円の利益）、経常損失は507,845千円（前年同期は、187,038千円の利益）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純損失は、551,522千円（前年同期は、57,797千円の利益）となりました。

 
 

　② 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間における資産の残高は12,545,291千円となり、前連結会計年度末に比べ228,070千円減

少いたしました。商品及び製品が356,646千円増加したものの、有形固定資産が主として減価償却費により475,583

千円減少し、受取手形及び売掛金が119,589千円増加、現金及び預金が327,967千円減少したことが主たる要因であ

ります。

 

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間における負債の残高は10,081,786千円となり、前連結会計年度末に比べ314,286千円増

加いたしました。未払法人税等が16,007千円減少したものの、支払手形及び買掛金が229,036千円増加し、賞与引当

金が27,117千円増加、受入敷金保証金が6,498千円増加したことが主たる要因であります。

 

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間における純資産の残高は2,463,504千円となり、前連結会計年度末に比べ542,356千円

減少いたしました。親会社株主に帰属する四半期純損失551,522千円の計上が主たる要因であります。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の四半期末残高は、前連

結会計年度末に比べ327,967千円減少し、2,187,069千円（前年同期比155,016千円増）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は161,000千円（前年同期は389,745千円の資金

の増加）となりました。これは主として、税金等調整前四半期純損失510,775千円に、減価償却費614,849千円

（資金の増加）、棚卸資産の増加505,227千円（資金の減少）、売上債権の増加119,589千円（資金の減少）によ

るものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は161,066千円（前年同期は131,114千円の資金

の減少）となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出163,830千円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は5,900千円（前年同期は15,918千円の資金の減

少）となりました。これは主として、非支配株主への配当金の支払額4,900千円によるものであります。

 

(3) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

当社グループは、前連結会計年度において６期連続して営業損失及び経常損失、３期連続して親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しました。

当第２四半期連結累計期間において営業損失548,759千円、経常損失507,845千円及び親会社株主に帰属する四

半期純損失551,522千円を計上しております。また、当第２四半期連結会計期間末における有利子負債は

7,462,798千円（短期借入金257,039千円、1年内返済予定の長期借入金4,705,888千円及び長期借入金2,499,870千

円）と、手元流動性（現金及び預金2,187,069千円）に比して高水準な状況にあり、取引金融機関には継続して経

営改善を前提とした支援を要請している状況にあります。

これらの状況により、当社グループは、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しているものと認識しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、以下のとおり対応を進めてまいります。

１）循環型社会の構築推進

２）安全に関する取り組み

３）従業員の意欲、能力の向上と働き方改革

４）生産性の向上と収益構造の改善

５）研究開発及び従事する人材の確保と育成

 

これらの当社独自の対応策を実施することに加えて、各取引先との緊密な連携関係を深め、必要に応じた協力

体制を築くことによりキャッシュ・フローの改善と財務体質の強化を図り当該状況の解消、改善に努めます。ま

た、一部借入金につきましては財務制限条項がございますが、すべての関係金融機関と財務状態及び資金計画等

の協議を行った結果、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意を得ており、引き続き当該金融機関と緊密な

関係を維持し、継続的な支援をいただけるよう定期的に協議を行ってまいります。

 
(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は9,554千円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,120,000

計 13,120,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,660,369 3,660,369
東京証券取引所
(スタンダード市場)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,660,369 3,660,369 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年７月１日～
2023年９月30日

- 3,660,369 - 221,000 - 19,956
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(5) 【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

井上　弘之 東京都杉並区 744,543 27.84

セイホク株式会社 東京都文京区本郷１丁目25番５号 270,000 10.09

Ｔ・Ｂ・Ｈ株式会社 東京都中野区南台３丁目31番15号 235,535 8.80

吉岡　裕之 大阪府茨木市 163,300 6.10

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 81,968 3.06

ＪＫホールディングス株式会社 東京都江東区新木場１丁目７番22号 78,070 2.91

吉野　勝秀 千葉県松戸市 61,400 2.29

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 58,900 2.20

三勇床工事株式会社 東京都江戸川区西瑞江４丁目21番７号 56,700 2.12

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 50,000 1.86

計 － 1,800,416 67.33
 

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式986,522株があります。

２．所有者株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社名義の株式81,968株は、日本マスタートラスト信託銀行株式会社が

保有する当社株式を取締役の株式報酬信託として信託設定したものであり、議決権については、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社が指図権を留保しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ― ―

986,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,727 ―
2,672,700

単元未満株式
普通株式

― １単元（100株）未満の株式
1,169

発行済株式総数 3,660,369 ― ―

総株主の議決権 ― 26,727 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ

信託口）が保有する当社株式81,900株（議決権の数819個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式22株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東京ボード工業株式会社

東京都江東区新木場二丁
目11番１号

986,500 ― 986,500 26.95

計 ― 986,500 ― 986,500 26.95
 

(注)　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）が保有する当社株式81,900株は、上記には

含まれておりません。

 

EDINET提出書類

東京ボード工業株式会社(E31123)

四半期報告書

 9/25



 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

東京ボード工業株式会社(E31123)

四半期報告書

11/25



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,515,036 2,187,069

  受取手形及び売掛金 ※2  1,473,116 ※1,※2  1,592,705

  商品及び製品 430,503 787,149

  仕掛品 45,734 132,883

  原材料及び貯蔵品 446,769 508,201

  その他 161,964 118,147

  貸倒引当金 △603 △438

  流動資産合計 5,072,521 5,325,719

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 5,529,554 5,518,562

    減価償却累計額 △2,752,081 △2,840,211

    建物及び構築物（純額） 2,777,473 2,678,350

   機械装置及び運搬具 17,490,631 17,545,453

    減価償却累計額 △15,919,948 △16,391,417

    機械装置及び運搬具（純額） 1,570,682 1,154,035

   土地 2,763,453 2,763,453

   建設仮勘定 42,729 79,221

   その他 237,928 246,790

    減価償却累計額 △212,734 △217,901

    その他（純額） 25,194 28,888

   有形固定資産合計 7,179,532 6,703,949

  無形固定資産 8,114 6,888

  投資その他の資産   

   投資有価証券 97,347 92,725

   長期貸付金 3,512 3,025

   破産更生債権等 8,531 8,531

   繰延税金資産 20,720 21,913

   敷金及び保証金 289,431 289,416

   その他 102,582 102,053

   貸倒引当金 △8,931 △8,931

   投資その他の資産合計 513,193 508,734

  固定資産合計 7,700,840 7,219,572

 資産合計 12,773,361 12,545,291
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 457,910 ※1  686,946

  短期借入金 257,039 257,039

  1年内返済予定の長期借入金 3,382,336 4,705,888

  未払金 286,799 451,835

  未払法人税等 46,006 29,998

  賞与引当金 65,708 92,826

  その他 282,279 ※1  189,913

  流動負債合計 4,778,078 6,414,448

 固定負債   

  長期借入金 3,823,423 2,499,870

  繰延税金負債 267,454 261,896

  役員報酬BIP信託引当金 62,111 62,111

  退職給付に係る負債 252,969 252,537

  受入敷金保証金 226,115 232,613

  資産除去債務 354,775 355,736

  その他 2,571 2,571

  固定負債合計 4,989,421 3,667,337

 負債合計 9,767,500 10,081,786

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 221,000 221,000

  資本剰余金 114,514 114,514

  利益剰余金 3,232,678 2,681,155

  自己株式 △1,404,244 △1,404,244

  株主資本合計 2,163,947 1,612,425

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,883 31,676

  その他の包括利益累計額合計 34,883 31,676

 非支配株主持分 807,030 819,403

 純資産合計 3,005,861 2,463,504

負債純資産合計 12,773,361 12,545,291
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 4,634,101 3,303,048

売上原価 3,498,794 2,957,503

売上総利益 1,135,306 345,545

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 263,875 268,486

 賞与引当金繰入額 47,653 37,141

 退職給付費用 4,171 8,874

 支払手数料 78,120 87,411

 その他 598,791 492,390

 販売費及び一般管理費合計 992,612 894,305

営業利益又は営業損失（△） 142,694 △548,759

営業外収益   

 受取利息 31 29

 受取配当金 3,348 3,343

 受取家賃 1,581 2,006

 助成金収入 70,672 60,894

 受取保険金 4,399 9,350

 その他 1,493 1,857

 営業外収益合計 81,526 77,482

営業外費用   

 支払利息 34,987 35,120

 支払手数料 1,000 1,000

 その他 1,195 447

 営業外費用合計 37,182 36,568

経常利益又は経常損失（△） 187,038 △507,845

特別利益   

 固定資産売却益 749 2,192

 特別利益合計 749 2,192

特別損失   

 操業休止関連費用 52,155 －

 固定資産除却損 0 2,955

 環境対策費 － 2,167

 特別損失合計 52,155 5,122

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

135,632 △510,775

法人税、住民税及び事業税 57,879 28,809

法人税等調整額 △11,228 △5,335

法人税等合計 46,651 23,474

四半期純利益又は四半期純損失（△） 88,981 △534,249

非支配株主に帰属する四半期純利益 31,184 17,273

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

57,797 △551,522
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 88,981 △534,249

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △9,760 △3,206

 その他の包括利益合計 △9,760 △3,206

四半期包括利益 79,220 △537,456

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 48,036 △554,729

 非支配株主に係る四半期包括利益 31,184 17,273
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

135,632 △510,775

 減価償却費 643,898 614,849

 賞与引当金の増減額（△は減少） 40,734 27,117

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △10,761 △432

 受取利息及び受取配当金 △3,380 △3,372

 支払利息 34,987 35,120

 受取保険金 △4,399 △9,350

 支払手数料 1,000 1,000

 助成金収入 △70,672 △60,894

 固定資産売却損益（△は益） △749 △2,192

 固定資産除却損 0 2,955

 売上債権の増減額（△は増加） △419,078 △119,589

 棚卸資産の増減額（△は増加） △173,314 △505,227

 仕入債務の増減額（△は減少） 102,977 229,036

 その他 128,937 130,273

 小計 405,811 △171,481

 利息及び配当金の受取額 3,380 3,372

 利息の支払額 △34,942 △27,455

 助成金の受取額 70,672 60,894

 保険金の受取額 4,399 9,350

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △59,575 △35,681

 営業活動によるキャッシュ・フロー 389,745 △161,000

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △138,115 △163,830

 有形固定資産の売却による収入 749 2,192

 敷金及び保証金の回収による収入 5,927 171

 その他 324 400

 投資活動によるキャッシュ・フロー △131,114 △161,066

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △10,000 －

 非支配株主への配当金の支払額 △4,900 △4,900

 その他 △1,018 △1,000

 財務活動によるキャッシュ・フロー △15,918 △5,900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 242,712 △327,967

現金及び現金同等物の期首残高 1,789,340 2,515,036

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,032,052 ※1  2,187,069
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

当社グループは、前連結会計年度において６期連続して営業損失及び経常損失、３期連続して親会社株主に帰

属する当期純損失を計上しました。

当第２四半期連結累計期間において営業損失548,759千円、経常損失507,845千円及び親会社株主に帰属する四

半期純損失551,522千円を計上しております。また、当第２四半期連結会計期間末における有利子負債は

7,462,798千円（短期借入金257,039千円、1年内返済予定の長期借入金4,705,888千円及び長期借入金2,499,870千

円）と、手元流動性（現金及び預金2,187,069千円）に比して高水準な状況にあり、取引金融機関には継続して経

営改善を前提とした支援を要請している状況にあります。

これらの状況により、当社グループは、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しているものと認識しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、以下のとおり対応を進めてまいります。

１）循環型社会の構築推進

２）安全に関する取り組み

３）従業員の意欲、能力の向上と働き方改革

４）生産性の向上と収益構造の改善

５）研究開発及び従事する人材の確保と育成

 

これらの当社独自の対応策を実施することに加えて、各取引先との緊密な連携関係を深め、必要に応じた協力

体制を築くことによりキャッシュ・フローの改善と財務体質の強化を図り当該状況の解消、改善に努めます。ま

た、一部借入金につきましては財務制限条項がございますが、すべての関係金融機関と財務状態及び資金計画等

の協議を行った結果、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意を得ており、引き続き当該金融機関と緊密な

関係を維持し、継続的な支援をいただけるよう定期的に協議を行ってまいります。

 
今後も上記施策を推進し、収益力の向上と財務体質の強化に取り組みますが、これらの改善策ならびに対応策

は実施中であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重

要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映していません。
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（追加情報）

（役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役の中長期に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的に、業績連

動型株式報酬制度として「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

当該信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度末121,762千円及び81,968

株、当第２四半期連結累計期間末121,762千円及び81,968株であります。

 
（財務制限条項）

(1)１年内返済予定の長期借入金のうち589,900千円及び長期借入金のうち210,100千円には、下記の財務制限条

項が付されております。

①2020年３月期以降に終了する当社の各年度の決算期に係る当社の連結損益計算書上の経常損益に関して、

２期連続して経常損失を計上しないこと。

(2)１年内返済予定の長期借入金のうち1,938,576千円には、下記の財務制限条項が付されております。

①2020年３月期以降に終了する各年度の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上に維持すること。

②2020年３月期以降に終了する当社の各年度の決算期に係る当社の連結損益計算書上の経常損益に関して、

２期連続して経常損失を計上しないこと。

(3)１年内返済予定の長期借入金のうち150,000千円及び長期借入金のうち797,126千円には、下記の財務制限条

項が付されております。

①2020年３月期以降に終了する各年度の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額以

上に維持すること。

②2020年３月に終了する決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額が2019年３月に終

了する決算期の末日における連結貸借対照表における純資産の部の金額の75％の金額未満とならないこ

と。

③2021年３月に終了する決算期またはそれ以降に終了する各年度の決算期に係る連結損益計算書上の経常損

益に関して、それぞれ２期連続して経常損失を計上しないこと。

④2020年３月に終了する決算期に係る連結損益計算書上の経常損益及び2021年３月に終了する決算期に係る

連結損益計算書上の経常損益がいずれも損失にならないこと。

⑤2017年３月に終了する決算期またはそれ以降に終了する各年度の決算期において、連結貸借対照表、連結

損益計算書及び連結キャッシュフロー計算書に記載され、以下の計算式で算出される値を０以下としない

こと。

（計算式）

営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー＋財務活動に関するキャッ

シュ・フロー＋（期首現預金残高―（売上高÷12））

なお、当第２四半期会計期間末において上記の財務制限条項に抵触しておりますが、すべての関係金融機関と

財務状態及び資金計画等の協議を行った結果、期限の利益喪失の権利行使をしない旨の同意を得ております。

引き続き当該金融機関と緊密な関係を維持し、継続的な支援をしていただけるよう定期的に協議を行ってまい

ります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 － 千円 37,313 千円

支払手形 － 〃 117,229 〃

その他（設備支払手形） － 〃 7,593 〃
 

 
 

※２　受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 31,000 千円 62,507 千円
 

 

 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

現金及び預金 2,032,052 千円 2,187,069 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 〃 － 〃

現金及び現金同等物 2,032,052 千円 2,187,069 千円
 

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１ 配当金支払額

無配のため、記載すべき事項はありません。

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１ 配当金支払額

無配のため、記載すべき事項はありません。

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 

2023年４月１日 至 2023年９月30日)

当社グループの事業セグメントは、木材環境ソリューション事業及びその他の事業でありますが、その他の

事業の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記

載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

 
木材環境ソリューション

事業
その他事業 合計

売上高    

　一時点で移転される財 4,441,738 10,736 4,452,475

　一定期間にわたり移転される財 2,649 ― 2,649

　顧客との契約から生じる収益 4,444,387 10,736 4,455,124

　その他の収益 ― 178,976 178,976

　外部顧客への売上 4,444,387 189,713 4,634,101

計 4,444,387 189,713 4,634,101
 

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

 
木材環境ソリューション

事業
その他事業 合計

売上高    

　一時点で移転される財 3,112,548 10,961 3,123,509

　一定期間にわたり移転される財 ― ― ―

　顧客との契約から生じる収益 3,112,548 10,961 3,123,509

　その他の収益 ― 179,538 179,538

　外部顧客への売上 3,112,548 190,500 3,303,048

計 3,112,548 190,500 3,303,048
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
(△)

22円30銭 △212円79銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)(千円)

57,797 △551,522

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又
は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

57,797 △551,522

 普通株式の期中平均株式数(株) 2,591,892 2,591,879

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

  

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益又

は１株当たり四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

なお、１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は前第２四半期連結累計期間81,968株、当第２四半期連結累計期間81,968株であります。

 
（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年11月13日

東京ボード工業株式会社

取締役会  御中

　

赤坂有限責任監査法人

　東京都港区
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒　　川　　和　　也  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 黒　　崎　　知　　岳  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京ボード工業

株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から

2023年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ボード工業株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において６期連続して営業損失及び

経常損失、３期連続して親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においては営

業損失548,759千円、経常損失507,845千円及び親会社株主に帰属する四半期純損失551,522千円を計上している。ま

た、当第２四半期連結会計期間末における有利子負債は手元流動性に比して高水準な状況にあり、取引金融機関には

継続して支援を要請している状況にある。このため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対す

る対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

       以　　上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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